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日本企業を取り巻く状況とグローバル人事・組織のアジェンダ

昨今日本企業を取り巻く状況は目まぐるしく変化しており、グローバル人事・組織の領域
にも新しいアジェンダやプライオリティが出現しています

紛争・地政学的リスク

グローバルインフレーション
少子高齢化

生成AI

ハイブリッドワーク
リモートワーク

アジャイル自律的成長

会社との関係性の変化

ワークライフバランス

グローバル化の深化

DX
ウェルビーイング

人的資本経営

VUCA

バーチャル駐在スピード

ミレニアル世代

Z世代

分断
チャイナリスク

Silent Quitting

<<日本企業を取り巻く状況>>

1 人事におけるグローバル・グループワイドのガバナンス

4 グローバルな組織における経営理念の浸透

3 二極化するグローバルタレントマネジメント

2 新しいスタンダードとしてのグローバルリモートワーク

新しいグローバル人事の「型」づくり

<<グローバル人事・組織のアジェンダ>>
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5 経営の現地化2.0
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人事における
グローバル・グループワイドのガバナンス

グローバル人事ガバナンス

（攻め） （守り）

各グループ会社の枠組みを超えた
グローバル・グループワイドでの適所適材の
配置、次世代リーダーの発掘・計画的育成

グループ子会社に対する
本社が期待するパフォーマンスの促進

グローバル・グループワイドでの求心力や
日々の業務の判断・行動の拠り所となる

企業理念・価値観の浸透促進

報酬管理や人事オペレーション基盤の
一元化・集約化等を通じた

グループ内の人事業務コストの最適化

人事制度の共通化や人事オペレーション
基盤の標準化を通じたグループ内の

人事業務品質の最適化

本社が企画した制度・オペレーション基盤の
グループワイドでの導入による

人事オペレーションの透明性の向上

①人的資本の有効活用

②業績の達成の促進

③望ましい行動の促進

④人事のコストの最適化

⑤業務品質の担保

⑥人事の透明性の向上

日本企業の海外事業はスケール面では
大きな成長を遂げているものの、経営管理
の面では多くの課題を抱えています
特にグループワイドの人事管理は大きな課
題があり、今後の更なる事業の発展を支え
られない可能性があります

とりわけグローバル・グループワイドで統一感
や規律に欠ける人事に「秩序とガバナンス」
をもたらすことが重要だといえます

人事における攻めと守りのグルーバル・グループワイドのガバナンス

「グローバル人事ガバナンス」における典型的なポイント
本社主導でグローバルタレントマネジメントを確実に実行するために、グループ子会社
人事管理への関与を拡大する

国境・法人を超えた複雑なレポートライン（グローバルマトリクス組織等）における指揮
命令やコラボレーションを支えるための人事の基盤づくり（人事制度、権限等）を行う

所属会社・事業の業績達成とともに、グローバル・グループ全体最適の視点を持たせ、
バランスのとれた貢献を促すための仕組み（KPIルール等）を導入する
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子会社 子会社本社

幹部層
（戦略的に重要なポジション層）

後継者層

先進的なグローバル企業では、「攻め」のグローバル人事ガバナンスを実現したうえで、グロー
バル・グループワイドで「守り」の人事ガバナンス態勢を作っています
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• 本社の専権として、採用・育成・配置・評
価・罷免といった幹部層の人材管理を直
接的に担う
（同一法人のように一体的管理）

• 子会社の専権としつつも、幹部の後継者
層として本社がモニタリング

• 各社の専権

• 人事オペレーションコストの最適化や業務
品質の担保を狙いとした、本社による人
事制度やオペレーションインフラの標準化

（守り）

（攻め）

1. 人的資本の有効活用

2. 業績の達成の促進

3. 望ましい行動の促進

4. 人事のコストの最適化

5. 業務品質の担保

6. 人事の透明性の向上

人
事
に
お
け
る
グ
ロ
ー
バ
ル
・
グ
ル
ー
プ
ワ
イ
ド
の
ガ
バ
ナ
ン
ス

グローバル人事ガバナンス～先進グローバル企業の典型的な姿

グローバル人事・組織サービスのご紹介

本社の役割 ガバナンスのタイプと本社の管掌範囲

各社による人事管理

本社による管理（直接）

本社による管理（間接）

本社によるグループ共通基盤の整備
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新しいスタンダードとしての
グローバルリモートワーク
（「バーチャル駐在」）

 国際間異動の新しい姿を実現するために、バーチャル駐在のグローバル・
グループワイドでのポリシー・ルールとオペレーションを立ち上げることが重要

日本人駐在者のバーチャル化 優秀な外国人のバーチャル登用 「里帰りバーチャル」

 日本人が国内から海外拠点の職
務に従事する
• 育児・介護などで海外駐在できない場合
• 複数拠点のポストを兼務している場合
• その他海外駐在を望まない場合 等々

 日本国内への居住が難しい、
または居住を望まない外国人を
国内で登用 する

 外国人が故郷へ帰省する際に、
帰省先からの職務に従事する

配偶者の赴任先から
のバーチャル勤務 グローバルバーチャルプロジェクト グローバルノマド

 海外赴任に帯同する人材が、
異動先から日本の職務に従事
する

 国境を越え多国籍で組成される
プロジェクトを実現する
（多国籍メンバーが国境を越え
て役務を提供し合う）

 地理的な制約を受けず、
従業員の意向に応じて好きな
場所からの職務に従事する

この領域を整備

（物理的駐在） （バーチャル駐在）

グローバルポリシー
処遇・就業条件・人事評価等グループワイドでの共通の考え方・ルール

ローカルルール
特定の地域・国固有に適用されるルール

オペレーション
人事・労務・税務面でのオペレーション業務・体制

（海外勤務者の給与・税金の計算、出向契約書など）

（グローバルモビリティポリシーなど）

（日本人向けの海外赴任規程など）

（拠点間の業務委託の締結、アサインメントレターなど）

（グローバルバーチャル駐在ポリシーなど）

（日本人向けのバーチャル駐在ルールなど）

国際間異動の体系

COVID-19により私たちの仕事の仕方は大き
く変化しました
多くの企業はリモートとオンサイトのハイブリッ
トを念頭に最適解を探っています
これはグローバルタレントマネジメントにおいて
も例外ではありません

働き手自らが最も生産性高く、自身のウェ
ルビーイングにつながる場所で働けるという
選択肢を会社が提供することが新しい時代
のスタンダードとなりつつあります

多岐にわたるグローバルリモートワーク（バーチャル駐在）のあり方

体制整備のあり方

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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越境によるリモートワークがより身近なものとなりつつあります。
その実現のためには、複数の専門領域をまたがる論点への対応が求められます

Talent Work Assignment
対象とする人材層・職種 仕事のあり方

（リモート化の余地）
働き方

(勤務形態・アサインメント)

リモートワーク下での法令遵守や業務の円滑性・安全性
を支えるテクノロジーの整備
• リモートワーク下におけるセキュリティ評価の仕組み実装
• リモートワーク下におけるコラボレーション環境の強化
• New Normalに向けたサイバー戦略実行・体制強化

税務面の取扱い整理とリスク管理
• 個人・法人間の契約関係と税務との関連性の整理
• 業務・役割・組織体制と税務との関連性の整理
• 税務リスク低減に向けた法人間の契約形態の整備
• リモートワーク運用中の税務上の義務の把握と手続き

国際税務地理・文化を跨ぐリモートマネジメントを円滑化する
人事制度・ルールの整備と、ヒト・組織の開発
• 人事制度・規定の整備

（手当・出張規定などの見直し、就業条件の見直し等）
• 国境を越えた労務管理の実現
• マネジメントスキルや人事評価スキルの担保
• リモートワーク下でのチームの結束力の担保

（理念・バリュー等の共通の行動基準の浸透等）

ヒト・組織１
２

３４ 国際法務（規制・労働法務）インフラ・セキュリティ
規制や労働法務面のリスク管理
• 労務管理上の論点の法規制毎の整理・分類
• 整理・分類を踏まえた各論点への適用法令の確認
• 適用法令、法規制の内容を踏まえた、リスクの洗い出し
• 法令・規制を遵守した、必要性と実効性を備えた制度・

体制の検討（会社所在地法 or 従業員居住地法）

「バーチャル駐在」の実現のために対応が必要な論点

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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＞

二極化するグローバル
タレントマネジメント

人的資本経営の根本であるタレントマネ
ジメントは今後一層の進化を遂げる必要
があります
まず、従来の選抜型のグローバルリーダー
育成は多くの日本企業にとって更なる質
的な高度化が求められます
同時に、働き手の自らの関心に基づく自
律的なキャリアの志向やスキルと、組織に
存在する職務機会のマッチングをはかるタ
レントマーケットプレイスの整備を推し進め、
働き手の自己実現と組織の人材ニーズ
の充足をグローバル・グループワイドのス
ケールで両立させることが求められます

今後のグローバル企業のタレントマネジメント

選抜型のグローバル
経営リーダー育成

タレントマーケットプレイス

• グローバル・グループの将来を担う
リーダーの育成を目的として一部
人材にリソースを集中投下する
仕組み

• 個別ビジネス目線での足元の
ニーズを超えて、グループワイド目
線での中長期的なニーズに基づ
く計画的な育成という考え方を
一層推し進める必要がある

• 組織の事業上のニーズと、働き手のスキル、関心、好みに基づいて、役割や業務とマッ
チングすること（加えて、従業員の経験とOJTを結び付け、スキルの習得や実践する機
会を提供すること）を通じ、働き手が自身の成長や目標達成といった自己実現の機
会の獲得するとともに、組織として人材確保や人繰りのケイパビリティを向上させる

• 役割・ポジション軸だけでなく、部分的に切り出した業務や短期プロジェクトも含めてス
キル軸でマッチングさせることや、AIなどのテクノロジーを活用しながら実現することが特徴

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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選抜型グローバル経営人材の育成

ポイント①：職務経験のデザイン
ストレッチして成長する機会を様々な角度から提供する

ポイント②：カルチャー改革
早期から全社視点でハイパフォーマーを抜擢する

アジア北米

機
能

SCM

Finance

HR

事業

グローバルHQ 地域（または国）
新興国欧州

経営 8
グローバルCEO

1

入社
（A事業部）

2

ブラジル法人
社長

3

ドイツ法人
GM 4

5

7

グローバル経営人材の候補者を早くから特定し、個別の事業現場における足元のニーズで
はなく、中長期の全社目線をベースに、デザインされた職務経験を付与することが重要

グローバル人事・組織サービスのご紹介

【多様な経験機会の提供】
1. グローバル経験：出身国・地域以外の経験
2. 多彩な領域の経験：複数事業・機能の経験
3. 「一国一城の主」としての経験：事業・機能リーダーや

子会社社長など自らの課題設定・計画に基づき社
内・社外にインパクトを与える経験

4. 修羅場の経験：ターンアラウンド、M&A/PMI、新規
ビジネスの立上げ経験

5. 影響力発揮の経験：レポートラインに拠らない他事
業・他社・協業相手などへ影響力を発揮しながら物
事を進める経験

【主な育成方針の変化】
1. 自然発生・偶発的
2. 現場個別最適
3. 平等・横並び
4. 年功序列

計画的・意図的
全社全体最適
選抜・集中
若手抜擢

経営人材育成の為のグローバルかつ多様なアサインメント
イメージ（消費財メーカーの例）

Global SCM
Manager

タイ法人
副社長

6
Head of 

Global SCM

米国法人
社長

消費財メーカーはグループワイドにおける規模の経済を働かせつつも、地
域・国ごとで完結する個々のビジネスの機動性を維持しつついかにガバナ
ンスするかがポイント。グローバル経営人材は広大な地域・国を広く束ね
るべく多様な地理的範囲をカバーする経験が欠かせない
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選抜型グローバル経営人材の育成

タレントマーケットプレイス整備の要諦

社内公募や業務時間の一部を使ったジョブへの参画をグローバル全体で構築し、働き手
の自己実現と組織の人材ニーズの充足の両立を図っていきます

マーケットプレイスを
規定するガイドライン

• マーケットプレイスの目的を明確化し、より幅広い経営目標を合わせることにより、リーダーシップ側の推進体制を構築する
• タレントマネジメント、人材育成、人材獲得を横断する、機敏な部門横断型チームを構築する
• 反復的に実施されるプログラムの為のジャーニーマップやユーザーグループを検討する

スキル評価
• 社内外のスキルデータをマッピングすることから始める
• スキルの近接性を含めて、スキルを構築・有効化・検証する
• 業務を再構築・細分化する

採用プロセス
• 人材獲得部門にマーケットプレイスの価値を教育する：潜在的な人材を主要な役割に活用できること、多様性やインク

ルージョンの向上などに対する理解を促す
• 対象部門と相談し、組織の採用プラクティスとの整合性を取り、参加者に差別のない求人方法の掲載について教育する

インセンティブと
報酬の再調整

• 従業員のスキル構築をベースとした、管理職向けの新しいインセンティブモデルを検討する
• 個々のデータを基にパーソナライズされたキャリアパスによるパフォーマンスの変革を構想し、従業員と管理職の両者に対する

短期プロジェクトのフィードバックをリアルタイムで統合する
• パフォーマンスに対して適切な処遇を行うため、報酬の透明性を検証する

プログラム
ガバナンス

• 従業員および管理職の訓練・スキルアッププログラムを提供する
• 一般データ保護規則(GDPR)対応に重点を置き、データプライバシーやセキュリティ、法務・リスクプランとの整合性を取る
• 雇用形態にかかわらず、多様な人材のマーケットプレイスへの参加を可能にするため、契約等の仕組みの見直しを行う

日系企業におけるタレントマーケットプレイス活用促進のポイント
業務・管掌範囲の可視化
業務内容やスキルを文字により可視化することが不可欠である。文字化するにあたっては標準的な「書きぶり」を確立し、業務内容や
スキルにかかわる社内コミュニケーションを円滑化し、「需要と供給」を清流化する

関係者の意識改革
多様な人材を組織の垣根を越えて柔軟にソーシングしチームアップするインクルーシブな考え方や、自らの好みや成長課題を把握し、
自己実現や成長の機会を自律的に模索する働き手の意識を醸成する

現場人事（HRBPなど）の強化
社内モビリティを活性化するための現場・上司や働き手に対する様々な意識醸成を行い、啓蒙・支援する
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グローバル人事・組織サービスのご紹介
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＞

グローバルな組織における
経営理念の浸透

グローバル企業にとって人材の多様性は
価値の源泉であるとともに、その価値を
十分発揮させるようマネジメントされるべ
きテーマといえます
多様な背景をもつ人材が文化・志向・価
値観の違いを超えて同じ目標に向かって
チームアップする力は、効果的なコラボレー
ションやイノベーションを促進するとともに、
新たに組成したチームの迅速・円滑な立
ち上がり・成果創出までの時間を短縮し
うることから、VUCA時代のグローバル企業
にとって極めて大切な要素なのです
働き手を奮起させ勇気づける経営理念
の体系（ビジョン・ミッション・バリュー）は
細かな文化や習慣の違いを吹き飛ばし
多様な人材を束ねる成功の要といえます

経営理念浸透の意義

ビジョン

ミッション

バリュー・
行動指針

Our “Mission”

Our “Vision”

Our 
“Shared Values”

国境や部門を跨いだイノベーションやコラボレーションの促進
新しい組織・プロジェクトチームの円滑な立ち上がり経営

理念への共感や自己実現の実感（エンプロヤーブランディング）
組織に対する求心力の醸成やエンゲージメントの向上働き手

存在意義や社会貢献のアピール
ブランディングの向上

顧客・
投資家

経営理念の体系

世界各国・各地域でどの様な社会を
実現したいのか

将来的に本社・各国の法人が
どの様な姿になっていたいのか

文化や習慣の異なる多様な人材が
共通的に、どの様な価値観を共有し、

どの様な行動を取るべきか

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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経営理念そのものやその思想が、採用基準・人材育成・人事評価といった人材マネジメントから
オフィスレイアウトに至るまで、一貫して具現化されていること

1

経営戦略から社内の日常会話に至るまで、経営理念が常に引き合いに出されていること
（使う程チーム内の意思疎通や合意形成が円滑になるほか、物事を進めるにあたってのお墨付き・正当化に役立つ）

2

本社や特定の層が優遇されるものではなく、オープンかつ公平公正なものであること
（世界中の多様な働き手に対し、文化・志向・価値観の違いがあっても誰もが受け入れられるものであることが大事）

3

働き手を洗脳するのではなく、あくまで組織を束ねるために共感してもらい守ってもらうガイドラインと捉える
（長期雇用の慣行が崩壊しつつある今、海外はもとより国内でも「染め上げ」を期待することはナンセンス）

4

経営理念浸透と効果発揮のポイント

特に日本人については、経営理念を浸透させるという行為そのものの重要性から啓蒙する
（長期雇用で同質性の高い傾向にある日本人には経営理念で組織を束ねることの重要性に対する認識が希薄）

5

経営理念は様々な場面で日常的に「使い続ける」ことによりその真価を発揮します

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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＞

経営の現地化2.0

当地の市場・商習慣やマネジメントの
機微に精通した現地人材の登用によ
る日本企業の経営の現地化は近年
確実に進展しているといえます
しかしながら、多くの企業において現地
経営幹部人材の育成が課題になって
いることからも、経営の現地化はいまだ
不十分なレベルと推察されます
また、経営の現地化は、経営を託すこ
とのできる現地人材の育成とともに、
本社からのリモートによる子会社ガバナ
ンスの態勢整備を併せて行う必要があ
り、海外事業の一層の進展のためには、
これら二つのテーマをトータルで取り組む
ことが不可欠といえます

 経営の現地化を推進するにあたっての2大テーマ

現地人材に子会社の自律的な経営を任せるにあたっては、登用する人材の育成・確保
とともに、本社からの子会社に対するガバナンス態勢の整備が不可欠

グローバル人事・組織サービスのご紹介

①現地人材の育成・確保 ②子会社のガバナンス

元々日本人赴任者中心の
経営の下で、しばしば現地
人材をサポート要員的に確
保した場合、幹部として登用
する営みは簡単ではない。
OJT/OFF-JT等々のいわゆる
人材育成に直接関わる行為
にとどまらない多面的な営み
が求められる

現地人材に子会社の自律的
な経営を任せるにあたっては、
日々の業務上の細かな指示・
確認を不要とするための制度・
ルール・プロセスの標準化・可視
化や、モニタリングのインフラ等、
本社によるガバナンス基盤の
整備が欠かせない

子会社ガバナンスの不在とともに、人材育成の仕組みが不備のまま
研修・トレーニングに終始しがちな状況が、多くの企業において

現地化が不十分なままの状態の原因となっていると推察される
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①現地人材の育成・確保～難しさとポイント

日本人赴任者中心の経営モデルの下で、現地人材をサポート要員的に確保してきた場
合、幹部としての登用は簡単ではない。多面的な取り組みが成功のポイント

グローバル人事・組織サービスのご紹介

育成・登用の活動が
形骸化・尻つぼみしがち

上長である赴任者の育成
のコミットメントが不十分

現地人材の
やる気・自覚が乏しい

育った頃に離職してしまう

• 登用時期や必要な職務経験など、登用までの具体的な計画を策定する
• 育成の営みを仕組み化する（育成のプロセスや役割分担を定義する）

• 育成目標を上長（赴任者）の業績評価の目標としてコミットさせる
• 現地化を会社の重要経営課題として位置付けてKPI管理する

（対外開示情報項目として会社としてコミットする）

• 登用までのキャリアパスの提示、本社でのトレーニングに加え、魅力的な
幹部人事制度（評価や報酬制度）の整備・改定等を通じ、幹部候補
としての意識とともに動機を醸成する

• 当社人材として活躍し続けるすることを前向きに捉えてもらえるよう、組織
に対する従業員のエンゲージメントを高める取り組む（⇒後述）

典型的な難しさ 成功のポイント

そもそも現地人材の
ポテンシャルが不足している

• 元来の資質・能力が不足している場合も多く、職務経験やトレーニング
機会を与えても成長が見込めない場合は、外部経験者の採用も検討する
（現地における人材確保のためのエンプロヤーブランディング活動が必要）
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②子会社のガバナンス～ 7つのイネイブラー

現地人材に子会社の自律的な経営を任せるにあたっては、
本社によるリモートコントロールを実現するためのガバナンス基盤の整備が欠かせない

グローバル人事・組織サービスのご紹介

理念・価値観
 人・組織の判断の根拠となる基

準・考え方の浸透を通じて、グルー
プ本社の意向に沿った経営・業務
推進が行われるように仕向けるガ
バナンス（理念・価値観、ウェイ）

組織・
レポートライン

 指揮命令系統（レポーティングライ
ン）といった組織構造の工夫を通
じたガバナンス

ヒト
 子会社における本社の意向に
沿った人材の育成・登用の促進
（サクセッションマネジメント）

権限
 多種多様な決裁にかかわる
権限、任免・評価等を決める
人事権限の掌握を通じた
ガバナンス

制度
 グループ会社全体で順守すべき

制度・ルールや、業績評価など
人事制度による行動・成果のコン
トロールを通じたガバナンス

インフラ・データ
 共通のITインフラや、様々なデータ
を通じグループ子会社の動向管理
や指示のための材料として活用す
るなど、ファクトとロジックによって
行うガバナンス

業務
プロセス

 グループ会社全体で標準化
された業務プロセスやSOP・
マニュアルの導入を通じた
ガバナンス

ソフト

ハード (仕組・ルール)

ハード (オペレーション)
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＞

新しいグローバル人事の「型」づくり

人事の「型」づくりの進め方

HRが創出すべき価値や役割を明らかにする7つの観点

HRが創出すべき
価値や役割の明確化

価値を出すための
オペレーティングモデルの

構築
役割分担・

HRの組織設計

グローバル組織開発

グローバルタレントマネジメント

グローバルリモートワーク

人事権限 人事制度系基盤 人事オペレーション系
基盤

3 4 5

１

2

本社の国際化（内なる国際化）

6

7

政治・経済やビジネス環境が大きな変化を
遂げるなか、グローバル企業の人事部門は
新しい時代の羅針盤となる自らのあり方を
模索しています
不確実で変動の大きな昨今の状況では、
M&Aや進出・撤退などのビジネスの意思決
定に対し、人事は柔軟に支えることが重要
となります
そのためにも新しい時代における企業の
人事管理の軸となる新しい人事の「型」を
定義する必要があります

グローバルレベルでの人材の適材適所を実現する為の戦略を描くと同時に、人事制度
やオペレーションの基盤整備とグローバル人材が活躍できる様な組織づくりを行う

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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グローバル組織開発

グローバル
タレントマネジメント

グローバル
リモートワーク

人事権限

人事制度系
基盤

人事オペレーション系
基盤

本社の国際化
（「内なる国際化」）

• 本社は子会社を含めたグループワイド
のタレントマネジメントには関与しない

• 本社は子会社幹部のタレントマネジ
メントに一定程度関与する

• 本社はグループワイドのタレントマネジ
メント（キーポジション＋子会社幹部
の後継者育成）を専権として主導

• ポリシーや仕組みが存在しない • 一部の地理的範囲にて適用されるポ
リシーや仕組みが存在する

• グローバル・グループワイドのポリシーや
仕組みが存在する

• 本社は子会社トップの人事権のみ
保持（但し意思決定にあたっては子
会社の起案を追認するのみ）

• 本社は子会社の機能・事業のトップ
とその後継者の人事権を保持

• 本社は子会社の人事権を広範囲に
保持

• ほぼ各社独自の制度
（等級制度のみ共通化等）

• 一定の範囲においてグローバル共通
の人事制度を導入
（役員層のみ等）

• グループグローバルワイドで共通の
人事制度を導入
（全人材層／管理職以上）

• 各社独自のオペレーション
（システム・業務プロセス）

• 一部の範囲においてグローバル標準
のシステム・業務プロセス

• 多くがグローバル標準のシステム・プロ
セス（シェアドセンターも存在）

• 各社独自の企画・実行
（本社からのガバナンスがほぼ無し）

• 本社が活動の全体をガバナンスしつつ、
テーマの性質を踏まえて企画・実行の
役割分担をバランス

• 多くのテーマをグローバル本社で
企画・実行

• ほとんど対策が講じられていない • 本社においてグローバルグループマネジ
メントに必要なケイパビリティが一部
整備（散発的に着手）

• 本社においてグローバルグループマネジ
メントに必要なケイパビリティが整備

分権 集権（観点）

先進的な日系・欧米系グローバル企業
多くの日系企業凡例日系企業・グローバル企業における典型的なグローバル人事の「型」

欧米系・一部の日系企業は、基盤整備を通じ、一定程度集権化したガバナンス態勢を構
築しておくことで、かえって日々の業務における子会社の自律的な経営を実現しています

新
し
い
グ
ロ
ー
バ
ル
人
事
の「
型
」づ
く
り

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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グローバル組織開発

グローバル
タレントマネジメント

の実現

グローバル
リモートワークの実現
人事権限の整備

人事制度系
基盤の整備

人事オペレーション系
基盤の整備

本社の国際化
（内なる国際化）

外国人活用
グローバルマネジメント

ケイパビリティ

タレントマネジメント

登用・配置

リーダー育成
（サクセッションマネジメント）

リーダー採用

グローバルグレード・評価

報酬

人事オペレーション

採用

育成

リーダー育成
（育成施策）

リーダー育成
（カルチャー）

戦略
キーポジションの

設定

グローバル
人事戦略

キーポジションの
プロファイル

グローバルの
適所適材

グローバル
モビリティ

グローバル
モビリティポリシー

後継者の
特定 選抜基準の確立 アセスメント 育成計画 人材プール

職務経験の
デザイン

トレーニング
プログラム

メンタリング
プログラム

関係者の
意識改革

トップの
コミットメント

EVP*1 採用面談

プログラム スキル・意識

DOA *2

グローバル
ポリシー 業績評価 行動評価 評価プロセス

グローバル
ポリシー LTI *3

人事組織 HR人材 HR人材
（イニシアティブ） プロセス 人事インフラ

採用
プラットフォーム

LMS *4 育成
プログラム

従業員
エンゲージメント Shared Value グローバル

DEI *5 

外国人材
支援

マネジメント組織 グローバル人材 グローバル人材
（イニシアティブ）

3

4

5

１

2

6

7

*1: Employee Value Proposition

*4: Learning Management System

*3: Long-Term Incentive

*5: Diversity, Equity, and Inclusion

*2: Delegation of Authority

1

2

4

7

12

15

17

19

21

22

26

28

33

34

36

39

40

3

5

8

13

16

18

20

23

27

29

35

37

41

6

9

14

24

30

38

42

10

25

31

11

32

20

デロイトの「グローバル人事マチュリティモデル」を活用し、現在と到達すべき状況を可視化
し、目指すべきグローバル人事の「型」をクイックに定義します

新
し
い
グ
ロ
ー
バ
ル
人
事
の「
型
」づ
く
り

「型作り」の要素～グローバル人事のマチュリティモデルの構成要素

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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3. グローバル人事サービスご提供事例

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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従来の駐在者派遣による「ヒト」を通じた経営に加え、
現地法人を人事の「仕組」でガバナンスするプラットフォームが標準装備となっている

グローバル経営のモデルと人事の主要テーマ

本社人材駐在モデル 連邦管理モデル ワンカンパニーモデル
日本人駐在者による
海外現法の経営

現地人材による
海外現法の経営

グループ全体を単一組織と
捉えたグローバル一体経営

ビ
ジ
ネ
ス

• 海外における顧客が日系企業中心
である場合や、製造・開発といったコ
アコンピタンスが本国・本国人にある
製造業など、日本の人材自らが中
心となってビジネスを推進することに
意味がある状況

• 市場や顧客がグローバルであったり、
国・法人の枠を超えたグループワイド
でのインタラクションが求められる場
合で、ガバナンス強化によるグループ
の全体最適、グループワイドでの指
示命令のスピードや、規模の経済を
優先させることに合理性がある状況

経
営
の
現
地
化

• コアコンピタンスが必ずしも本国・本
国人にない場合や、海外における顧
客の大半が現地企業の場合など、
現地人材がビジネスを推進すること
に意味がある状況

• 現地人材に経営を任さざるを得な
い買収企業・JVを抱える状況

経
営
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化

組
織
・
人
事
の

テ
ー
マ

本社駐在者の育成・確保と
適切な処遇

海外子会社の人事の品質担保

本社の意向に沿った
現地リーダー人材の計画的育成・輩出

本社による現法のリモート管理を
実現するガバナンス態勢・仕組の整備

グループ・グローバルワイドの
適所適材・リーダー育成

人事業務プロセスの
グローバル標準化・集約化

「ヒト」によるガバナンス 「仕組」によるガバナンス

多くは両輪のモデルが求められる

今後の注力領域（「仕組」の整備）
特に現地人材のリーダーシップによる経営が不可欠とすると、人事ガバナンスの仕組の整備は欠かせない

日
系
企
業

の
動
向

（地域軸経営） （事業軸・機能軸経営）

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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いずれのモデルであっても、人事の制度・ルールや、システム含むオペレーション基盤に至るま
で、ワンストップでシームレスに対応します

グローバル経営のモデルとグローバル人事サービスのメニュー

本社人材駐在モデル 連邦管理モデル ワンカンパニーモデル
日本人駐在者による
海外子会社の経営

（本社のヒトによるガバナンス）

現地人材による
海外子会社の経営

（本社のリモートによるガバナンス）

グループ全体を単一組織と
捉えたグローバル一体経営

 現法の設立関連
•海外進出時における調査
（労働市場、労働法、慣行等）

•人事制度・ルールの設計
（評価・報酬制度、諸規定、人事権限）

•人事業務設計と体制・インフラの整備
 現法人事の品質担保・可視化

• HR Audit （アセスメント）
 本社駐在者の育成・処遇

•海外派遣人材の育成支援
•赴任前研修プログラムの整備
•海外駐在者規定の整備

 グローバルタレントマネジメント
•グローバルモビリティポリシー策定
•グローバル後継者管理制度の設計
•グローバル人事制度の設計・導入
（等級・評価・報酬制度）

 人事共通基盤の整備
•グローバル人事業務・組織改革
•人事メンバー（HRBP）の体制整備・育成
•グローバルHRIS整備

 グローバルの一体感・求心力醸成関連
• 理念／価値観やバリューの展開

 グローバル組織体制の整備
 グローバルD&I推進

 現法におけるリーダー人材の育成・確保
•後継者管理制度の設計
•経営人材の育成施策の整備
•経営人材の採用力の強化
（EVP定義、オペレーション整備等々）

 本社によるグループガバナンス態勢整備
• グローバル人事の構想
• グローバル人事制度の設計・導入
（等級・評価・報酬制度）

• グローバルHRIS整備
 グローバルリモートワークの整備

（バーチャル駐在体制）

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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アジェンダ プロジェクト名 アドバイス内容

①人事におけるグローバル・
グローバルワイドのガバナンス

機能軸・グローバルワンカンパニー経営における
グローバルグループガバナンス構想

 グローバルグループガバナンス方針策定
 人事制度（等級・評価・報酬制度）の設計・導入

グローバル人事構想  中長期のグローバル人事の構想
（グローバルガバナンス、タレマネ、人事制度、システム等々）

②新しいスタンダードとしての
グローバルリモートワーク

グローバルリモートワークの立ち上げ
（日本→海外、海外→日本）

 組織・人事、国際税務、国際労務・規制面からのリスクの特定と解
決の方向性の定義、労務管理の在り方やコストシミュレーション

グローバルバーチャル組織の実現における
リスク分析と対応の方向性定義

 組織・人事、国際税務（法人税・所得税や移転価格税制等）、国
際労務・規制面からのリスクの特定と解決の方向性の定義

③二極化するグローバル
タレントマネジメント

グローバルワイドのサクセッションマネジメントの設計・
導入

 グローバルサクセションマネジメントの設計
（キーポジション・プール定義、選抜基準、各種ツール・フォーマット）

グローバル人材マネジメント先進事例調査  国内外のグローバル企業における先進プラクティスの調査
（製造・重工業、IT、金融、製薬・医療機器、消費財等々）

タレントマネジメントシステムの
グローバルロールアウト支援

 日本本社を含めた全世界に対する目標設定、評価システムに関する
導入支援

④グローバルな組織における
経営理念の浸透

コーポレートウェイの体系化・浸透  インタビュー・ワークショップ・風土調査を通じたウェイの体系化
 ウェイの浸透施策策定・各国展開支援（10カ国以上）

グローバルDE＆I構想の策定・浸透  グローバルDE＆Iのポリシー策定
 ポリシー検討と浸透のためのグローバルワークショップの実行支援

⑤経営の現地化2.0
グローバル人財育成体系設計  アジアの各拠点が自立的に人財育成体系を整備できることを目指し

た人財育成体系の標準化・後継者育成制度設計

グローバル共通人事制度設計・導入  グローバル共通人事制度（等級･評価）の設計
 拠点向けにカスタマイズした制度の詳細設計・導入支援

⑥新しいグローバル人事の
「型」作り

グローバル人事マチュリティアセスメントと
構想策定

 現状調査と対話を通じた7つの観点・42項目のアセスメント
 アクションアイテムとロードマップの策定

その他
機能部門のグローバル化に伴う人材育成  人材育成体系と推進体制の構想
現地法人の事業閉鎖にともなう人員整理  法令の要件の調査と人員整理プロセスおよびコストの精査

グローバルモビリティポリシーの策定と体制整備  ポリシーの策定と現場ハンズオンによる推進体制の立ち上げ

24

グローバル人事・組織サービスにおける近年の主要な実績

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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4. 体制紹介

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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充実したチーム体制やサービスの幅・深さを背景とし、
グローバル人事・組織マネジメント領域において圧倒的なサービスをご提供します

1
2

3 ビジネス視点
• 人事×業界専門家のチームによるビジネス目線によるご支援
• “ツール売り”ではない視点で貴社に本当に必要な人材マネジメン
トや情報システムの在り方を提言

グローバルNo.1のスケール・体制
• 人事コンサルティングとして世界最大かつマーケット評価No.1
（国内：400名、グローバル：13,900名の人事コンサル体制）

ワンストップと総合力
• 人事に関わる多彩なサービスに加え、国際税務や労務法務と
いったグローバル人事において必要となる領域について、多国籍な
専門チームとの連携によるワンストップ支援を提供

（＊）出典：Kennedy Consulting Advisory & Research, 
2015

グローバル人事・組織サービスのご紹介

デロイトのグローバル人事・組織サービスの特徴
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組織・人事マネジメントに関わる知見が豊富なメンバーが貴社をご支援いたします

27

古澤 哲也 （ふるさわ てつや）
パートナー／執行役員
tetfurusawa@tohmatsu.co.jp
組織・人材コンサルティング歴15年以上。国内外の企業の様々
な経営課題を組織・人事面から解決する業務に従事

嶋田 聰 （しまだ さとし）
ディレクター
sashimada@tohmatsu.co.jp
グローバル人材マネジメント、クロスボーダーM&A・PMI
（人事領域）、国際人事異動制度の導入支援、国
内・海外における人事制度の設計・導入等、日系企業
のグローバル化の人事領域における支援に多く携わる。多
国籍チームのマネジメントも豊富

＜代表的なプロジェクト＞
 グローバル人事・組織マネジメント支援

 グローバル人事制度・人事ガバナンスの設計・導入支援
（アジア、中東、北・南米、欧州の20カ国において同時に導入

 グローバルタレントマネジメント構想策定
 グローバルモビリティ（国際間異動）制度導入支援
 グローバル化された組織における組織風土診断

 クロースボーダーM&A・PMI・再編支援（人事領域）
 国内外における企業買収に伴うHRデュー・ディリジェンス支援

（海外においては、米、英、独、蘭、スイス、印、露、ブラジル等）
 グローバルM&A（40カ国）におけるHRDD・カーブアウトPMI支援

（PMIにおいてはAPAC地域9カ国のHR領域のリードを担当）
 米国・英国・ドイツ等での買収に伴うリテンションプラン設計支援

 人事業務改革
 シェアドサービスセンター設立に伴う人事システムの導入・人事業務の

刷新支援（ユーザートレーニング含む）

グローバル人事・組織チーム リード グローバル人事・組織チーム

グローバル人事・組織サービスのご紹介

＜専門領域＞
 経営・事業戦略をグローバルに推進するためのグローバル人事戦略の立案、各

種人事基盤の設計から組織風土改革までをトータルに支援する経験が豊富
 グローバルテーマ

• グローバル人事戦略策定、変革ロードマップ策定
• グローバル人事ガバナンス
• グローバル／リージョナル人材マネジメント施策の策定及び実

施に伴うチェンジマネジメント
• 次世代リーダーの選抜、育成（タレントマネジメント）
• 海外拠点の組織・人材マネジメント改革

 国内テーマ
• 本社の人事・人材のグローバル化推進に向けた改革
• 企業理念浸透のための組織改革
• ビジネスモデルの転換に向けた組織開発

＜著書＞
『MOTリーダー育成法』（中央経済社）、『変革を先取りする技術経営』（共
著・企業研究会）、雑誌・web媒体への寄稿多数

mailto:tetfurusawa@tohmatsu.co.jp
mailto:sashimada@tohmatsu.co.jp
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組織・人事マネジメントに関わる知見が豊富なメンバーが貴社をご支援いたします
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中村 哲也 （なかむら てつや）
シニアマネジャー
tetsnakamura@tohmatsu.co.jp
グローバル組織・人材マネジメント、グローバル共通人事制度、国
際人事異動制度の設計・導入支援をはじめ、国内外の組織・人
事に係る幅広い領域を支援

＜専門領域＞
 グローバル人材変革支援

 グローバル人事の成熟度の現状・将来像の可視化支援
 国内外のタレントマネジメント構想支援
 グローバル共通人事制度の設計・導入支援
 グローバルモビリティ（国際間異動）制度設計支援
 「バーチャル駐在」の実現に向けたリスクマネジメント支援

 グローバル組織変革支援
 グローバル企業におけるエグゼクティブワークショップ設計・運営支援
 国内外の経営の合理化支援

• 企業買収に伴うHRデュー・ディリジェンス支援
• 市場撤退における会社清算支援（組織人事領域）

 グローバル・グループガバナンス強化支援
 機能軸経営への変革に伴う、グローバル人事構想策定支援、および

グローバル人事ポリシーの設計・導入支援

グローバル人事・組織チーム

グローバル人事・組織サービスのご紹介

mailto:tetsnakamura@tohmatsu.co.jp
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Appendix：
デロイト トーマツ コンサルティングのご紹介
Human Capitalのサービスのご紹介

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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デロイト トーマツ コンサルティングは、デロイトの一員として日本のコンサルティングサービスを担い、提言と戦略立案から実行まで一貫し
て支援するファームです。クライアントの持続的で確実な成長を支援するコンサルティングサービスはもちろん、社会課題の解決と新産
業創造でクライアントと社会全体を支援します。

30

会社概要

未来を創るビジネスを、全世界150カ国に45万人を超えるエキスパートと

社 名 デロイト トーマツ コンサルティング合同会社 設 立 1993年4月

本社所在地 東京都千代田区丸の内3-2-3 丸の内二重橋ビル
ディング 資 本 金 5億円

代 表 者 代表執行役社長 佐瀬 真人 メ ン バ ー 数 5,324名 （2023年6月1日現在）

*1：2023年6月現在
*2：2022年10月現在

グローバル人事・組織サービスのご紹介

Deloitte Worldwide
456,826 people / 150+ countries*2

Deloitte Asia Pacific
98,648 people / 31 countries and region*2

Deloitte Tohmatsu Group (Deloitte Japan)
20,000 people / 30 cities*2

Deloitte Tohmatsu Consulting
5,324people*1

Global 
Consulting
176,744 people*2 Consulting Financial

Advisory
Audit & 

Assurance
Risk

Advisory
Tax &
Legal
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DTCの特長 もたらす価値ビジネスモデル

②
Services

①
Industries

③
Enabling
Function

Operate
（保守・運用）

Implement
（実装・導入）

Purpose／経営理念／共通の価値観／行動規範

Advise
（戦略立案）

DTCの特長 ビジネスモデル 創出する価値

デロイトのネットワークが共有するPurposeや共通の価値観を土台とし、
自らの特長を活かしたビジネスを通じて社会、企業、人々への価値提供を目指します

31

DTCの価値創造プロセス

多様な専門性をもつ
プロフェッショナル人材

変革に向けた
実行力・実装力

デロイトの
グローバルネットワーク

アライアンス／エコシステム

デジタルアセット

クライアント
課題
の解決

社会
課題の
解決

Industry
産業や企業
の持続的な
成長

Society
持続可能な
社会の実現

People
誰もが自己
実現できる
世界

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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高い専門性、豊富な経験を有する各領域のプロフェッショナルがチームを組むアプローチにより、複雑に絡み合う経営や、社会課題
をダイナミックに解決します。また、デジタル人材の育成・配置や、従来からのコンサルティングの知見に基づくデジタルアセット開発、
外部のパートナー企業とのアライアンスなど、変革の実行・実装まで一気通貫で対応できる体制・機能を有しています。

3232

サービス提供のアプローチ

①Industries×②Services×③Enabling Function
それぞれのプロフェッショナルが集まりベストチームを編成

❶ Industries

❷ Services

❸ Enabling Function

Energy, Resources
&

 Industrials

Financial Services

Life Sciences 
&

 H
ealth Care

G
overnm

ent 
&

Public Service

Technology, M
edia 

&
 Telecom

m
unications

Consum
er

関西・西日本／
Global Business

Ecosystems & Alliances
（アライアンスビジネス・ビジネスパートナーコラボレーション）

Products & Solutions
（デジタルアセット開発）

Global Delivery Network Business Office
（開発リソース供給・デジタル人材育成）

グローバル人事・組織サービスのご紹介
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グローバルの拠点・人員数一覧

456,826
Total

19,592
Partners, Principals and 
managing directors

372,448
Professional staff

64,786
Administrative staff

108
Total

25
Americas

62
Europe/Middle East/Africa

21
Asia Pacific

688
Total

206
Americas

335
Europe/Middle East/Africa

147
Asia Pacific

People 
Worldwide

OfficesCountries/ 
Territories

FY2023年時点

全世界の拠点とシームレスに連携し、グローバルクライアントのニーズ・課題へ対応した
サービスを提供しています

グローバル人事・組織サービスのご紹介33
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私たちデロイト トーマツ コンサルティング（DTC）のヒューマン キャピタル（Human Capital）は、国内最大規模の人事・組織領域の
プロフェッショナルを有し、人事戦略から制度・IT・業務・風土にわたる幅広く先進的なサービスをEnd to Endで提供しています。
そして、豊富なプロジェクトマネジメントやチェンジマネジメントの経験・方法論に基づき、更に、デロイトグローバルやインダストリー、
リスクアドバイザリー、ファイナンシャルアドバイザリー、税務、法務等の国内外のエキスパート達とコラボレーションをしながら日本企業の
成長を全力で支援しています。

人口構成の大きな変動、デジタル化やグローバル化の急速な進展、そしてZ・ミレニアル世代、働き方改革、人的資本経営等に
代表される企業と従業員の関係性の質的な転換等、人事・組織をめぐる内外の環境は破壊的かつ非常に速いスピードで変化して
います。私たちは豊富な知見やアセットを活かしつつ、挑戦者としてこのような変化に立ち向かっていきます。

Create a Human Capital Standard for the Future

はじめに

さぁ、いこう！！

クライアントの皆様や政治・行政とともに、難しい課題解決に向けたチャレンジを続け、
本質的かつ社会の時流を捉えたこれからの100年に繋がる人材マネジメントの新しい
スタンダードを作り上げていきたいと考えています。そのために、社外とのコラボレーション、
テクノロジーを活用したハイブリッドコンサルティング等の先端領域への積極投資によって、
サービスの進化を加速させるとともに、我々自身が変革の体現者となるべく、積極的に
新しい仕事の仕方や方法論を導入しています。

私たちは、一人ひとりのプロフェッショナルが常に成長を志向し、性別・国籍・世代・経験
等において多様性のある組織です。組織としてのコラボレーションを密にし、変化し続ける
ことで新しい価値を生み出し、クライアントからもマーケットのタレントからも真っ先に
選ばれる存在であり続けたいと考えています。

＜イラスト出所＞デロイトと株式会社OVER ALLsにて共同作成
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デジタル
トランスフォーメーション

組織再編・
M&A

グローバル化

人的資本経営

Human Capital Service Lineup

デロイトのHuman Capitalは、企業変革に伴って発生する様々な人事・組織課題に対して、
End to Endでのサービスを提供しています

Strategy Management
System

Process
Technology Execution

<<End to Endでのサービス>>

リーダーシップ開発
（デジタルリーダー育成）

チェンジマネジメント

組織風土改革
（Digital DNA）

スマートワーク

各種トレーニング

コーポレートガバナンス
（役員体制）

組織デザイン
（DX組織構想、

DX人材ポートフォリオ）

人事中計

人的資本開示・経営

サクセッションマネジメント

人事戦略・制度
（DX人材人事制度）

人材育成
（DX人材育成）

DEI

リクルーティング

人事機能高度化・
効率化

人事システムの構想策定・
導入・運用保守

（Workday、
SAP SuccessFactors、
Oracle HCM Cloud、

ServiceNow等）

ピープルアナリティクス

従業員サービスツール導入
（Chatbot、ServiceNow、等）

<<企業変革シーン>>
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バリュー

デロイトのHuman Capitalは、高品質なサービスを生み続けることはもちろん、先を見据えた
リーダーシップを常に発信し続けることで人事・組織コンサルティングの分野をリードしています

1
国内最大規模の人事・組織コンサルティング部隊
• 日本では国内最大規模の400名体制でサービスを提供

（グローバルでは13,900名の人事・組織専門家集団）
• グローバル・インダストリーの知見を有した多様な専門性とネットワーク
• ワンストップ、かつ戦略から実行までをシームレスに支援

4
マーケットからの高い評価
• Gartner Market Shareレポートの収益ランキングにおいて、デロイトが世界のコンサルティングサービスプロバイダー部門で首位を獲得*1

• Vault.comが毎年実施する、世界的な人事コンサルティングファームのランキングでは、デロイトは2020年以降4年連続1位を達成*2

• SAP, Workday, ServiceNowなどHuman Capitalの主要なソフトフェアプロバイダーはパートナーとしてDeloitteを高く評価し、複数のアワー
ドを授与*3

3
業界をリードする情報発信
• グローバル・ヒューマン・キャピタル・トレンド・サーベイ、ミレニアル年次調査、役員報酬サーベイ、人的資本開示に関する調査、

要員・人件費の生産性に関するベンチマーク調査、働き方改革の実態調査等、業界トレンドや最新情報を配信
• グローバルでは、リサーチ・ベンチマーク調査機能のBersinを保有

2
先進的サービスの提供
• Future of Work、Digital DNA、Well being、Super team、CHROラボなどの先進的なサービスをグローバルの知見に基づき提供
• CHROが抱えるすべての課題に対応し、ダイナミックな変革の支援が可能

＊1 テクノロジー分野最大規模のアドバイザリ企業であるGartnerが「Gartner Market Share Analysis: Consulting Services, Worldwide, 2022」にて分析
＊2 米国ベースのキャリア関連インテリジェンスを提供するVault.comは2020~2023にかけて Best Consulting Firms for Human Resources Consulting No.1にDeloitteを選出した
＊3 SAP :2023 & 2022 SAP APJ Partner Excellence Award for SAP SuccessFactors Workday :OVERALL, LEADER in Workday Human CapitalM Services by HFS in 2021 for Top 10 Workday Human Capital Management (Human 
CapitalM) Services  (2016, 2018, and 2021), WORLDWIDE LEADER Deloitte named the worldwide leader in Forrester’s 2019 and 2021 Workday Implementation Services New Wave Report
ServiceNow :Worldwide Built with ServiceNow Offering Partner of the Year, Worldwide Employee Workflow Partner of the Year
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Human Capitalのコンサルティングサービス

デロイトのHuman Capitalは、人事・組織領域での専門性を活かし、デロイトのエキスパート
達とグローバルにコラボレーションしながら日本企業の成長を全力でご支援します

組織変革部門
Organization 

Transformation

人事機能変革
HR 

Transformation

オファリング サービス内容 サービスライン

クラウドシステムによる人事情報活用の高度化、
RPAやAIの活用による業務の効率化・合理化
の推進、デジタルツールを活用した多様な働き
方の実現、デジタル組織体制の構築・運営支
援等、次世代に対応できる組織作りと人材育
成を支援します。

組織・機関設計、組織風土改革、チェンジマネ
ジメント、人事デューデリジェンス、PMI、役員の
指名・報酬といった、様々な分野にわたる複合
的な課題の解決を、各領域に精通したコンサル
タントが支援します。

• 組織デザイン
• 組織風土改革
• チェンジマネジメント
• M&A人事／組織再編
• コーポレートガバナンス／役員指名・報酬制度改革
• 退職給付制度の設計支援、退職給付債務の分析
• 国際間異動

• 人事機能の高度化・効率化
• 組織・人材のデジタル化
• Workday/ SAP SuccessFactors/Oracle活

用による人事部門変革支援サービス
• HRテクノロジーを活用したシステム構想策定
• スマートワーク
• デジタル人材育成

詳細はホームページをご覧下さい
ヒューマンキャピタル トップ｜デロイト トーマツ グループ｜Deloitte
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人材変革
Workforce

Transformation

要員構造や人件費の最適化、日々のパフォー
マンスマネジメント、採用や人材育成・リーダー
シップ開発、人材アナリティクスといった企業の
「人」に関わる経営課題に対する変革を支援し
ます。

• 「人事中計」「要員・人件費計画」策定
• 未来型ピープルアナリティクス
• 採用ブランディング
• ダイバーシティ＆インクルージョン推進
• 人材マネジメント・人事制度
• ラーニング変革人材開発
• リーダーシップ開発

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/human-capital/solutions/hcm/ot.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/human-capital/solutions/hcm/hr-transformation.html
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/consulting/topics/human-capital.html?icid=top_human-capital
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/human-capital/solutions/hcm/workforce-transformation.html
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アセット活用ビジネス
（Asset Enabled Business）

デロイトがAWSやSFDC等の環境にて独自開発した
人事領域のデジタルアプリケーションやデータレイクを

活用し、企業のデータ収集や分析・施策立案の
アドバイスにつなげます

アライアンスビジネス
（Ecosystem & Alliance）

グローバル・国内で多くのテクノロジー企業（Workday、
SAP、Service Now、Google、SFDC、AWS、カオナビ、

CYDAS等）とアライアンスを
組んでおり、製品導入だけでなくソリューション開発に

おいても連携しています

Operateビジネス
（AMS/Managed Services）

日本のみならずインド・フィリピン・中国他、
世界各国にデリバリーセンターを設けており、

テクノロジーソリューションの保守・運用・導入及び
データ分析・課題提起等を通じて

クライアントへ長期的な価値提供を行います

Human Capitalにて取り組んでいる新しいサービス領域

Human Capitalではアセット活用ビジネス、アライアンス、Operate等、デロイトがグローバルで
取り組んでいる新しい形態のサービスに積極的に取り組んでいます

サーベイ系アセット
役員報酬サーベイ（DEX-i）、
人事制度サーベイ、要員・人件費サーベイ、
HRTサーベイ、Digital DNA、AONA 等

データ活用系アセット
Talent Matching、
デジタル人材アセスメント、
Sportsタレントマネジメントシステム 等
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サービス概要一覧 (1/7)：Human Capital Strategy

Human Capitalでは、人事・組織領域における各課題に対する幅広いサービスを
提供しています

サービスライン 概要

コーポレート・
ガバナンス

監査等委員会設置会社・指名委員会等設置会社への移行支援、指名・報酬委員会の設計・運用や選解任基
準の策定、CxO体制の検討等、コーポレート・ガバナンスに伴う様々な課題解決を支援します。

組織デザイン
業界・組織設計・人材変革・デジタル技術・コンプライアンス・法制・税制等の専門チームの知見を融合した複眼的
検討、また独自のツールを活かした社員の実行動やコミュニケーションの観察等を通して、組織戦略の策定のみなら
ず、実際に機能する組織改革を強力に支援します。

「人事中計」
策定

『要員・人件費最適化の7ステップ』等、数多くの経験の中から独自に開発した方法論に基づき、これからの時代の
多様な働き方やAI・ロボ活用等も見据えた適正要員・適正人件費計画の策定、あるべき人材ポートフォリオの検
討、そしてそれらを踏まえた「人事中計の策定」を支援します。

人的資本
開示・経営

人的資本情報の可視化と開示に向けた基本的な対応に加え、人的資本情報に基づく人材戦略の策定やそれを
可能にする「人的資本経営」への変革を実現するため、人的資本経営のグランドデザイン、KPIを用いた人的資本
戦略実行管理のモデリング、必要なデータ管理基盤・プロセスの整備に向けた構想策定を支援します。
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サービス概要一覧 (2/7)：Human Capital Management System 1/2

Human Capitalでは、人事・組織領域における各課題に対する幅広いサービスを
提供しています

サービスライン 概要

CEO・役員の
サクセッション

プラン

客観性・透明性の高いサクセッションプラン（後継者計画）の構築から選抜・評価 基準の策定、アセスメント実施
の支援、役員育成体系の整備・運用まで、一気通貫で支援します。
また、取締役会が監督機能を発揮できる状態を作り出すために、スキルマトリックスの作成や取締役会のサクセッ
ション（ボードサクセッション）についても支援します。

役員報酬制度
日本最大規模の参加社数を誇る「役員報酬サーベイ」の活用を通じ、多様なステークホルダーへの説明責任を果た
しつつ、役員のインセンティブ向上にも貢献する株式報酬・マルス/クローバック等の役員報酬制度の設計を支援しま
す。

トータルリワード
の再設計

報酬・非金銭報酬の双方に関する従業員のニーズの多様化を踏まえ、ニーズ類型およびペイポリシーの再定義、人
件費を中心とした人的投資の配分見直しを行います。そのうえで、従業員の報酬制度、福利厚生・退職給付制
度及びその他制度の設計・運用・管理を最適化することで、貴社の業績向上を支援します。

基本人事
制度の整備

日本のリーディングカンパニーに対する長年にわたるサービス経験と、グローバルに蓄積した知見を最大限に活用しつつ、
人事制度の基本の大切さを真正面から見据えて、企業の成長や変革を制度設計・整備、実効性を高めるための
導入・ 定着に至るまで支援します。

次世代
パフォーマンス
マネジメント

従業員のエンゲージメントや成長力の向上、日々のパフォーマンス向上に向けて、 チェックイン、パルスサーベイ等、新
しい仕組みやコミュニケーション手法を用いながら、従来の人材マネジメントの変革を支援します。
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サービス概要一覧 (3/7)：Human Capital Management System 2/2

Human Capitalでは、人事・組織領域における各課題に対する幅広いサービスを
提供しています

サービスライン 概要

ラーニング変革
人材開発

めまぐるしく変動する社会、企業戦略に対し、しなやかに、継続的に適応できる人材の育成に向けて、従業員一人
一人の行動変容、また、キャリア開発・人材開発・学習に係る企業内活動の変革を促すためのサービスを提供しま
す。

デジタル
人材育成

デジタルトランスフォーメーションを実現するべく、必要なデジタル人材（生成系AI・IoT人材含む）の獲得・配置・育
成・処遇の方針と仕組みの構築をグローバル先進事例を取り入れ支援します。

未来の組織力の分水嶺となりうるDiversity, Equity ＆Inclusion（DEI）について、あるべき状態のデザイン（経
営戦略とのアライメント）やDEI戦略策定、制度・インフラ等の基盤構築、チェンジマネジメントの改革・実行等を行
い、各企業のDEI経営の実現をサポートします。

Well-being
推進

人材の創造性や生産性を飛躍させ、人材を惹きつけることに加え、社会のサステナビリティにも影響を及ぼすWell-
beingについて、自社としての目的・位置づけの再定義から課題の整理と推進施策の検討、投資家・従業員等の
ステークホルダーとの対話を考慮に入れた目的や施策効果の指標化・可視化までを支援します。

エンプロイヤー
ブランディング

Simply Irresistible Organization Model、EVP Validation Framework等、独自に開発した方法論に基づき、
人材獲得競争に勝つだけでなく、中長期的な従業員エンゲージメントの構築、また活躍し続ける人材として定着さ
せるための支援を行います。
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サービス概要一覧 (4/7)：Human Capital Process / Technology 1/2

Human Capitalでは、人事・組織領域における各課題に対する幅広いサービスを
提供しています

サービスライン 概要

人事体制
変革

企業におけるヒトの重要性の高まりから、舵取り役である人事部門の在り方が問われています。
HD、事業会社、SSC、BPOに跨る人事組織、業務、人材、コストの 観点から人事体制変革を支援します。

人事機能
高度化

戦略的な人材マネジメントの実現に向けては、人事部員の貴重なリソースを戦略・企画機能に振り向けることが必
要です。
デロイトでは“人事機能成熟度モデル” を活用し、人事機能高度化に向けた各種施策の設計・導入を支援します。

人事業務
効率化

人事部門ではオペレーション業務が“80%” を占めています。
オペレーションの完全自動化を目標に、業務のTo-be設計およびワークフロー、RPA、AI等のテクノロジー導入を支援
します。

人事情報
システムの
構想策定

ビジネス部門の要請を考慮したグローバル人事マネジメントの方向性、施策を整理し、目指すべき人事システムの機
能配置、テクノロジーの活用方針の策定の上、 実現に向けたロードマップを構築します。
必要に応じてパッケージ・ベンダー選定、導入計画立案までを支援します。

人事クラウド
システム導入

Workday、SAP SuccessFactors、Oracle Human CapitalM Cloud、ServiceNow、カオナビ、CYDAS等のクラウ
ド型人事情報システム導入と併せて、各企業グループ、グローバルの人事・給与管理・タレントマネジメント・エクスペ
リエンスマネジメントの変革を支援します。

※WORKDAYとWORKDAYのロゴや製品名は、WORKDAY及びその子会社、関連会社の米国及びその他の国における商標、または登録商標です。 SAPと製品名は、SAP SE及びその子会社、関連会社のドイツ及びその他の国における商標、または登録商標です。
OracleとJavaは、Oracle Corporation及びその子会社、関連会社の米国及びその他の国における商標、または登録商標です。 上記以外に記載されている会社名、製品名、サービス名等は、各社の商標、または登録商標です。
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サービス概要一覧 (5/7)：Human Capital Process / Technology 2/2

Human Capitalでは、人事・組織領域における各課題に対する幅広いサービスを
提供しています

サービスライン 概要

システム
運用保守・
活用支援

デロイトはグローバル30拠点のデリバリーセンターを有しており、デロイトグローバルで定義されたITIL（Information 
Technology Infrastructure Library）をベースとした方法論やツールを用いて、ワールドワイドに統一された安定した
品質のマネージドサービスを提供します。
また、弊社が導入を支援したアプリケーションに限らず、既に導入済のアプリケーションについても保守運用を支援しま
す。更に、システム定着を推進するためのユーザーワークショップや、利用状況モニタリング・改善を支援します。

People 
Analytics

中長期的なデータ活用戦略立案から、その担い手となるデータ活用組織の設計・人材獲得・育成・ナレッジマネジメ
ントの方針・施策策定、人材マネジメント上の課題や事業部門が抱える課題の解決に向けたピープルアナリティクス
まで一貫して支援します。デロイトにて用意するデータプラットフォームおよび分析ロジックを活用し、分散するツール・シ
ステムの一元化やデータからの示唆出しを効率的に実現します。

AI配置検討
アプリケーション
「Talent

Matching」

様々な人材配置の場面で求められる「適材適所」・「最適配置」の実現に向けて、これまでの自社で行われている
人材配置の考え方を一定の“ルール”に落とし込み、実際に現有データから配置案を作成する”実践型検証(=トラ
イアル)”を通して検証を行い、SaaSを活用した業務支援まで一気通貫で支援します。

アスリート・スクール生徒のデータを一元管理し、スカウティングの効率化、目標設定・評価の実施を実現します。
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サービス概要一覧 (6/7)：Execution

Human Capitalでは、人事・組織領域における各課題に対する幅広いサービスを
提供しています

サービスライン 概要

リーダーシップ
開発

リーダー候補の発掘・選出（アセスメント含む）・育成を幅広く提供し、組織的なサクセッションの仕組みの構築や
運営も支援します。また、デジタルリーダーやDEI戦略に基づくインクルーシブリーダーの開発、役員クラスから部・課長
層の若手リーダー候補といった階層別に特化した支援も可能です。

チェンジ
マネジメント

企業のあらゆる変革の局面において、組織・業務・社員に及ぼす影響を踏まえた課題整理・施策策定に加え、リー
ダー層の巻き込みや現場への施策展開を、その実現まで伴走します。

組織風土
改革

Culture path、Engagement path等、独自に開発した方法論に基づき、組織の構成員に対する「ビジョンの浸
透」「思考・行動様式の変革」「不正リスクを最小化する意識変革」を支援します。

Digital DNA
(デジタル変革)

デジタル戦略を推進できる組織・人材づくりを実現するべく、デジタル組織の特徴 “Digital-DNA※”を注入する変
革プログラム“MVCs”の企画・実行を支援します（※MITとデロイトが共同で調査・研究）。

スマートワーク
業務の効率化・高度化、従業員の働きがいの向上を実現するべく、先端デジタルツールやデザイン思考・EX（従業
員体験）を組み込んだ新しい働き方（スマート ワーク）の導入・定着化を支援します。
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サービス概要一覧 (7/7)：企業変革時の組織・人事課題対応（組織再編 / M&A / グローバル化）

Human Capitalでは、人事・組織領域における各課題に対する幅広いサービスを提供してい
ます

サービスライン 概要

組織再編
社内組織変更からグループ企業再編まで手法を問わず、企業価値向上に向けた国内外の組織再編に際する人
員計画、人材移管、制度統合、人事機能整備等組織・人事関連のあらゆるサービスを提供します。

構造改革
現在～将来にわたる事業構造変革、事業ポートフォリオ変革（組織再編・M&Aを含めた組織構造変革含む）
に向けた、要員構造・人材ポートフォリオ変革の構想の策定、またその構造変革の手法（希望退職制度、配転に
伴うリスキリングなど）の設計～実行を支援します。

組織・人事
デューデリジェンス
（人事DD）

組織・人事・労務に関する専門的な調査・分析を通じて、買収に係るリスクの抽出と対応策、買収価格への影響
要素と金額規模、ならびに買収後の方針に関する示唆を提示します。

組織・人事PMI
(人事Post 
Merger 

Integration)

買収後の成長／人材戦略立案や、人事機能の設計、コスト・シナジー創出、組織・ 人事基盤の統合、企業文化
の融合、人事諸制度・システムの導入等、買収による価値の最大化に向け、各種サービスを提供します。

グローバル
人事・組織
マネジメント

グローバルでの組織・人材トランスフォーメーションを成功させるための、ガバナンス構想、制度インフラの設計のみなら
ず、実際のトランスフォーメーション実現までを、グローバルネットワークをフル活用し支援します。

国際間異動
（グローバル・
モビリティ）

海外赴任者・出張者に求められるモビリティポリシー策定や、海外赴任者制度の見直しについて、世界各国の人材
活用、税務、給与計算に関する豊富な知見や先進企業のベストプラクティスを踏まえ、支援します。
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デロイト トーマツグループの組織・人材関連サービス

デロイトトーマツ税理士法人およびDT弁護士法人と協働し、組織と人にまつわる企業課題
の解決をEnd to Endでご支援致します

Consulting

デロイト トーマツ コンサルティング
ヒューマンキャピタル

人事・組織の
コンサルティング

Legal

DT弁護士法人

人事・労務法務サービス

Tax

デロイト トーマツ
税理士法人

人事向け税務・
国際人事

デロイト トーマツグループによる
総合的なサービス提供

企業は、成長し、事業展開して行く中で、様々な人
事施策を実施して行く必要があります

従業員にとって魅力的な人事施策である必要がある
と同時に、企業としては、人件費のみならず税金も含
むコスト負担と、遵法性や法的リスクも考慮した、法
律・税務・会計等も絡む問題の克服が不可欠です

デロイト トーマツ グループは、グループのコンサルタント、
税理士、弁護士や公認会計士と協働して、プランニ
ングおよび実行の両方の段階において総合的なサービ
スを提供します
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デロイト トーマツ税理士法人のグローバルモビリティプログラム
企業のグローバル化に伴い、雇用に関する問題はより複雑になっています。昨今、企業が直面している多くの深刻な課題の中には、多面的な複数国の
税法および労働規制の遵守があります。デロイトでは、コンプライアンスやコストの適正化の観点からグローバルモビリティプログラムを変革するのに役立つ、
包括的なサービスと戦略的なプログラム策定サポートを行っています。

• 確定申告業務
• 税務プランニング
• Tax Briefing
• PE認定に伴う調査、

検討
• 役員が海外勤務する

際の税務
• 海外での退職金課税

Tax 

G
ES サ

ービス

• ビザに関する調査
• 短期赴任者のビザの必

要性アドバイス
• ビザ取得サポート
• ビザの更新管理

• Global Mobility Policy
策定

• モビリティ戦略立案サ
ポート

• Mobilityに関する施策
実現サポート

• グローバル一元管理
• 赴任者関連情報の加

工・格納・展開
• 給与関連業務のアウト

ソース

・モビリティ機能や
実務のデジタル化

・テクノロジーecosystem
の構築支援

Immigration
Operations 

Optimization
Support

Digital 
Mobility

Mobility
Consulting

• 役員報酬の制度設計
• 株式関連報酬の導入

サポート
• 株式関連報酬の運用

支援

Reward

サポート体制 サポート内容

7,000人を超える

4,000社を超える 多国籍な企業へのサービス提供実績

1人から1万人を超える

専門家ネットワーク
150ヵ国を超える

グローバル展開

グローバルな人財異動

グローバルな赴任者のサポートが可能
雇用リスクの管理

優先順位に合わせたプログラム策定

総合的な人財管理

タレント戦略

プログラムまで

グローバル全体で
メンバー
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デロイトトーマツ税理士法人では、企業の国際人事部をサポートする包括的なサービスを展
開し、戦略的なグローバルモビリティプログラムの策定支援を行っています
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DT弁護士法人の主な組織・人材関連サービス

DT弁護士法人は、日本企業あるいは外資系企業日本子会社が、法令を遵守しつつ
各社の人事政策を最大限推進することができるよう法的アドバイスを提供しています

M&A・グループ再編・拠点閉鎖時等の人事労務問題対応
 従業員の異動、人員削減、賃金制度の改定等に関する法律

上・実務上のアドバイスなど

人事制度・賃金制度等の改定のリーガルチェック
 人事制度、賃金制度等の改定に伴う不利益変更の有無、リス

クの程度、リスク軽減策等のアドバイスなど

労働組合問題対応サポート
 団体交渉の準備、同席、不当労働行為救済手続における使

用者側代理など賃金・退職金制度（DC,DBなど）の導入、改
定サポートなど

労働関連係争対応
 労働審判、訴訟、仮処分、労働局のあっせん手続、裁判外の退職

交渉等における使用者側代理など

日常的な人事労務問題サポート
 日本企業における解雇、懲戒、各種ハラスメント対応、従業員

のメンタルヘルス、長時間労働、非正規雇用者問題など

日本企業の海外子会社の拠点管理サポート
 海外子会社の統合、解散、撤退等に関連する人事問題のサ

ポート、グループ統一ポリシーの作成などグローバル人事サポート

日本企業の海外子会社の個別人事労務サポート
 出向契約書、出向協定書等の作成
 子会社従業員の退職、ハラスメント等に関する問題のサポート

外資系企業の日本進出・撤退時の人事労務サポート
 役員就任契約書、雇用契約書等の作成、就業規則その他各種規

程の作成、撤退時の人員整理など

外資系企業の日本子会社運営上の人事労務サポート
 役員、従業員の採用、解雇、ハラスメント、時間外労働、労務管理な

どコンプライアンスなどのサポート

人件費対策サポート
 規則・協定類や組合関係等の事実関係の把握、雇用関連対策案

の検討、施策の実施要件・手続・タイミング・リスクの整理、組合交渉
や労働者の同意取得、紛争解決対応など
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